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3.2.9  地方自治体の災害対策本部における応急対応支援システムの開発 
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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 

 地方自治体の災害対策本部における応急対応支援システムの開発  
 
(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 
東京大学 大学院工学研究科 教授 関沢  愛 
独立行政法人 消防研究所 第一プロジェクトリーダー 座間 信作 

独立行政法人 消防研究所 基盤研究部主任研究官 細川 直史 

独立行政法人 消防研究所 基盤研究部主任研究官 畑山  健 

独立行政法人 消防研究所 基盤研究部主任研究官 新井場公徳 

独立行政法人 消防研究所 基盤研究部救急研究グループ研究員 久保田勝明 

独立行政法人 消防研究所 特別研究員 鄭  炳表 

独立行政法人 消防研究所 研究支援員 遠藤  真 

独立行政法人 消防研究所 日本学術振興会特別研究員 胡  哲新 

 
(c) 業務の目的 

地方自治体の災害対策本部が、震災発生直後から一週間程度の期間において実施する応

急対応活動に関して、その意思決定を支援するための情報システムを試作する。 

 
(d) ５ヵ年の年次実施計画 
 1) 平成１４年度：  システムの基本設計を行うため、過去の震災対応事例をレビューす

ることにより、システムが提供すべき応急対応支援情報を整理した。この後、提供する情

報を創出するためのアルゴリズム、経験則等を収集した。 
 
  2) 平成１５年度：防災情報システムの現状調査を踏まえて、地震被害の想定結果に基づ

き、対応対策需要量、応援需要量を推計できるシステムを試作した。また、試作システム

に関し，自治体防災担当者にヒアリング調査を行い、今後の改良、実用化に向けての開発

につなげることができた。 
 
  3) 平成１６年度：前年に試作したシステムに、時々刻々変化する実被害情報を入力する

ことにより、発災後の応急対応を支援するリアルタイムシステムとしての性能を付加した。

また、システムが提供する被害量、対応需要量を、応急対応活動マニュアルの判断材料と

して活用する手法を検討したうえで、電子マニュアルシステムの基本設計とフレームの試

作を行った。 
 
  4) 平成１７年度：地震被害予測システムに加え、家屋被害予測に基づく生き埋め者数の

推定とそれに対する救助要員の計算、消防、警察、自衛隊等からの応援要請要員の計算な

ど、救命・救助に必要な応急対策要員の推計アルゴリズムを中心に、成果を出していく。 



473 

  5) 平成１８年度：上記の推計アルゴリズムの有効性の実際的検証を行うとともに、シス

テム全体の改善意見等を収集し、システムをブラッシュ・アップする。 
 
(e) 平成 1６年度業務目的 

昨年度は、地震による被害想定をもとに、対応対策需要量、応援需要量の推計できるシ

ステムを試作したが、発災後におけるシステムの活用を考えると、刻々と変化する実情報

に基づいた需要量推計機能が不可欠である。また、防災情報システムの現状調査結果を踏

まえ、迅速かつ適切な災害対応のためには、人員・物資・資器材の量的需要だけでなく、

それらの防災資源を適切に運用するための意思決定、行動指針などの策定も欠かすことが

できないことも明らかとなった。そこで、本年度は、昨年度試作したシステムに、発災後

の応急対応を支援するリアルタイムシステムとしての性能を付加し、またシステムが提供

する被害量、対応需要量を、応急対応活動マニュアルの判断材料として活用する方法及び

システム化手法を検討することを目的とする。 
 
(2) 平成 1６年度の成果 
 
(a) 業務の要約 

昨年度試作したシステムに、時々刻々変化する実被害情報を入力することにより、発災

後の応急対応を支援するリアルタイムシステムとしての機能を付加した。また、試作した

システムが提供する情報（地震の規模、被害量、対応需要量など）に基づき、応急対応対

策の優先順位を提示できるルールベース電子マニュアルシステムの提案とフレームの試作

を行った。 
 

(b) 業務の実施方法 
昨年度試作した需要量推計システムの改良とリアルタイム機能の付加を行い、また、被

害・需要量などに基づく応急対応電子マニュアルシステムの試作し、自治体防災担当者に

よるシステムの評価と検証を実施した。 
 
(c) 業務の成果 

１） 昨年度試作したシステムの改良とリアルタイム機能の付加 
昨年度は、被害想定結果に基づいて、全国一律のパラメータを使用した対応需要量の

面（１ｋｍメッシュ単位）的推定機能の構築に止まっており、市町村別の集計機能のみ

であった。それに対して、本年度は、地方自治体の地域性を反映するパラメータ（例え

ば、建物の木造率など）を入力できるようにすることで、当該市町村に特化した対応需

要量、応援需要量を推計できるように改良した。 
また、時々刻々変化する実情報を入力することにより、発災後の応急対応を支援する

リアルタイムシステムとしての機能を付加した。 
図 1 はシステムフローの概要を示す。左上の window では地震の諸元（点、線震源）

を入力する。あるいは活断層、地震カタログから選択して諸元を与える。それに従って、

震度、人・物の被害量の面的分布が表示される。図２はその詳細を示す。図１中上、右

上の window は、被害量に基づく総需要量（詳細は図 3 参照）及び市町村別の需要量の

推計画面（詳細は図 4 参照）を示す。図１左下の Window は、市町村別の応急対応需要
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量、対応可能量に基づいた応援需要量の推計画面（詳細は図 5 参照）を表示する。図１

右下の Window は、被害量、需要量の時系列予測に基づく消防活動の運用支援機能のイ

メージを示す。図 6 は時々刻々変化する実被害情報の入力画面であり、図７は対応可能

量の入力画面を示す。 

設定画面

面的分布

市町村別需要量集計

項目単位需要量推定

応急対応・応援需要量推定、実情報入力 消防隊運用（来年度・構想段階）  

図１ システムフローの概要 

 
図 2 設定画面及び推定結果の面的分布画面の詳細 
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図 3 被害量に基づく応急対応需要量の推計関連図 
 

 
 

図 4 市町村別の需要量推計画面 
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図５ 市町村別の応援需要量推計画面 
 

 
図 6 実被害情報の入力画面 

 

 
 

図 7 対応可能量の入力画面 

対応可能量
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２） 被害・需要量などに基づく応急対応電子マニュアルシステムの試作・検討 
迅速かつ適切な災害対応のためには、人員・物資・資器材の量的需要だけでなく、それ

らの防災資源を適切に運用するための意思決定、行動指針などの策定も欠かすことができ

ない。そのため、被害、応急対応需要、応援需要状況に基づく電子マニュアルも重要な情

報支援機能となると考えられる。 
以上の考えにより、発災時の状況に基づいて、応急対策の優先順位・実施手順などを自

動的に提示できる電子マニュアルシステム機能を提案、試作・検討した。以下では、この

システムのコンセプト及び基本的機能について述べる。 
災害対策本部の応急対応のプロセスは、時間軸における「状況把握」－「意思決定」－

「対策実施」の繰り返しとして捉えることができる。この観点から、災害対応プロセスの

全フェーズに応じて、「状況把握」のみならず、「意思決定」、「対策実施」までの支援を含

めた統合型応急対応支援システム機能が必要であると考えられる 1)。 
図 8 は、この考えに基づいた電子マニュアルシステムの開発コンセプト及び主な機能画

面を示す。 
「状況把握」支援のための被害予測、対応需要量、応援需要量及び実被害情報の入力に

よるリアルタイム推計機能は上記の業務成果１）に記述しており、ここでは省略する。以

下では、発災後の災害対策本部における「意思決定」及び「対策実施」を支援するための

システム機能について述べる。 
 

修正

被害予測

需要予測

システム化手法

○使用データ：
国土数値情報
国勢調査

○パラメータ：
過去地震に基づく予測式、
アルゴリズムの収集

システム化手法

ルールベースの
電子マニュアルの作成

システム化手法

ハイパーリンク機能の作成

実被害情報入力

●応援需要量予測

時系列的応急対策

実対応情
報入力

活動ガイダンス

状況把握

意思決定 対策実施

 
 

図 8 電子マニュアルシステムの開発コンセプト及び主な機能画面 
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a) 「意思決定」支援機能 
地震災害の規模、様相などによって、実施すべき応急対策が異なるため、一般に応急対

応マニュアルに記載された規約は「～の場合には～をする」といった形式をとっている。

例えば、初動期の行動規約としては、「地域内で震度５の地震が発生した場合には、責任部

署の判断により、災害対策本部を設置する」といった震度情報に関する規約や、「被害世帯

数が当該地域の人口に応じて、一定以上の数であると、災害救助法が適用される」といっ

た被害情報に係る規約などがある。また、消火、救助、医療救護、被災者救援、保健衛生

などの対策については、対策需要量、対応可能量などの推定結果によって、人的・物的防

災資源の運用規約が定められている。 
このように、地震規模、被害量、需要量の推定結果によって、実施すべき応急対応対策

の自動的提示機能の開発が可能である。また、以下のルールにより、各対策の実施タイミ

ングを大まかに決めることが可能である。 
• ロジック上の優先順位ルール：一般的には、災害対策本部が設置してからはじめて、

応援要請などの活動を開始することが可能となる。このような影響関係を、事前に

IＦ-THEN 型のルールで記述する。 
• 規約上の優先順位ルール：基本的に「人命を守ること」を目的とした対策が災害直

後に最優先されるべきであり、その中で、消防機関は消火、救出、救助、搬送など

の活動主体として期待されるが、最優先すべき事項は消火であるといった規約を定

める。 

• 対応ニーズ上の優先順位ルール：大規模震災が発生した場合、複数の対策項目（救

出、搬送、医療など）の業務が並列する形で求められることが予想される。そのと

き、本システムで提供する対応需要量と被災地内対応可能量から求められる応援需

要量、即ち応援需要のニーズによって、応急対策の優先順位を決める。 

• 人的資源に配慮した優先ルール：災害対策本部の要員が限られている場合、いくつ

かの活動内容の開始時間を繰り下げることによって、職員参集率が低い場合でも、

重要な対策を優先的に実施できるような仕組みが必要である。そのため、事前に応

急対策毎の担当者、人数を明確化しておき、発災後参集できる職員数に基づき、優

先的に実施できる応急対策や、繰り下げなければならない対策項目を自動的に提示

する。 

このようなルールに従い、優先順位を反映した時系列的応急対応電子マニュアル機能の

構築が可能で、図 9 のように、地震規模、被害量などの情報が入力されると、実施すべき

応急対応全業務の時系列的展開図を自動的に提示する。 
 
b) 「対策実施」支援機能 

対応対策の実施に当たって、参照すべきデータ、書類、関連情報などをハイパーリンク

によって、必要に応じて参照できる機能が必要である。すなわち、対応マニュアルに記述

されるガイダンスや、文中に現れたキーワードや、関連する条件設定などに対して、予め

リンク設定を定義しておき、ユーザが必要なときに応じて、画面上でクリックすることに

よって、ファイルの内容表示や関連情報、書類、データなどが表示される機能である。こ

れによって、ユーザはデータベースやファイルの検索などの操作を行わなくても、関連す



479 

る情報を並列的にタイミング良く参照でき、必要な情報へ容易にアクセスできるようにな

る。（図 10 参照） 

 
図 9 時系列的「応急対応目標案」の自動設定機能（イメージ） 

 

 
 

図 10 「対策実施」のための支援情報を提供する画面（イメージ） 
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３） 自治体防災担当者によるシステムの評価と検証 
試作した地震応急対応需要予測機能及び電子マニュアルシステム機能に係る構想につ

いての評価を、実際に地震災害を経験した地域（兵庫県、神戸市）、東海・東南海・南海地

震による被害が懸念されている地域（三重県）、地震災害の少ない地域（鹿児島、山口）な

どの自治体防災担当者へのヒアリングを通して行った。その結果、 
a) 応急対応需要予測機能について 

• 訓練時に使用でき、被害想定に基づく応急対応対策の具体化及び実践性を図るこ

とができる。 
• 大規模災害時被害想定から予測される需要量は初動態勢の参考になる。 
• 情報入力の問題が考えられるが、情報班が入力できれば使用可能である。また、

多くの自治体ではすでに医療情報などの入力システムが導入されており、本シス

テムとの連係により、実情報を得ることは可能である。 
• 災害の発生予測件数、発生傾向地域の表示に有用。 

 
など概ね良い評価を受けたが、一方、画面構成等のほかに、計算結果の検証、風水害へ

の対応、実際に収集される災害情報に対してシステムの予測結果がどのように変化するか、

その妥当性等々についての問題点や課題について指摘がなされた。 
 
b) 電子マニュアルシステム機能について 

• 開発コンセプトと機能要素は、災害時の判断にとって大きな力になる。 
• 時系列的な電子災害対応マニュアルは特に期待される。 
• 現状の地域防災計画はアクションプランとはなっていないため、曖昧なところを

どのように電子化していくのかが難しい。 
• 電子マニュアルの優先順位の提示は必要だが、実施状況を示すようなチェック機

能も必要。 
• 災害対応マニュアルシステム機能は非常に良いが、しかし、地域特性を如何に反

映していくのかが課題であろう。災害対応の経験（過去の記録など）をデータベ

ース化し、災害状況、地域条件によって自動的に動いてくれる機能があれば非常

に良い。 
 

大規模災害はめったに発生しないことなどから、試作したシステムの災害時の有用性及

び活用方法については、検討・検証されにくい。2004 年 10 月 23 日に発生した新潟県中

越地震は、1995 年兵庫県南部地震以降で最大の被害をもたらした地震となった。その際の

応急対応の実態を把握し、試作した情報システムの有用性と活用方法について検証を行っ

てみた 2)。その結果、 
• 今回の応急対応の実態を踏まえて、災害対応の「状況把握」－「意思決定」－

「対策実施」のそれぞれのフェーズにおいて、システムが提供可能な支援情報

の必要性が明らかとなった。 
• 初動対応が早かった。自動的に立ち上げられる仕組みづくりの有効性が確認さ

れた。従って、提案システムの震度などの情報に基づき、実施すべき対策事項、
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実施方法などが自動的に提示される仕組みが有用と考える。 
• 多量な消防力が短時間に被災地に投入され、早期の人命救助などの応援活動を

実施するための態勢が整えられたが、部隊の有効運用が図られたといいがたい。

そのための機能として応援需要量推計機能は有用であるが、その精度向上が課

題である。 
• 人命救助などの現場活動においても、情報が期待される役割が極めて大きいこ

とが再認識された。防災情報システムの構築は、これらの問題解決に大いに寄

与できると考えられる。 
 
(d) 結論ならびに今後の課題 

前年に試作した応急対応需要量推計のシステムを改良し、面的推計だけでなく、市町村

別の被害量、対応需要量、応援需要量の推計が可能となった。また、時々刻々変化する実

被害情報を入力することにより、発災後の応急対応を支援するリアルタイムシステム機能

を付加した。さらに、システムが提供する被害量、対応需要量を、応急対応活動マニュア

ルの判断材料として活用する手法を検討し、応急対応対策の優先順位が自動的に提示でき

る電子マニュアルシステムの試作・検討を行った。 
試作したシステムに対する評価については、実際に地震災害を経験した地域（兵庫県、

神戸市）、東海・東南海・南海大地震（津波）による被害が懸念されている地域（三重県）、

地震災害の少ない地域（鹿児島、山口）などの自治体防災担当者へのヒアリング調査を行

った。様々な問題が指摘されたが、概ね良い評価を受けた結果となった。今後、これらの

問題点を踏まえて、改良を継続して行っていく予定である。今後の課題は以下の通り。 
• システムへ情報入力の確保 
• システムの推計精度の向上 
• 時系列的被害想定手法の開発 
• ユーザインターフェースの簡素化 
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(f) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日
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座間信作, 関沢愛 
地震応急対応需要予測シ

ステムの開発 
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(g) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 
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なし 

 
 

2)ソフトウエア開発 
名称 機能 

地方自治体の災害対策本部にお

ける応急対応支援システム 

被害予測、応急対応需要量、応援需要量の推計 

 
3) 仕様・標準等の策定 

 なし 
 
(3) 平成 1７年度業務計画案 

H1７年度は、地震被害予測システムに加え、家屋被害予測に基づく生き埋め者数の推定

とそれに対する救助要員の計算、消防、警察、自衛隊等からの応援要請要員の計算など、

救命・救助に必要な応急対策要員の計算アルゴリズムを中心に、成果を出していく。過去

の救命救助活動記録を収集、整理し、統計的分析を行う予定である。 
 
 


